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運用報告書（全体版） 

日本株セレクト･オープン“日本新世紀” 

日本株インカム・ファンド 

 

 
 

第37期（決算日：2018年６月11日） 
 

 

 

信託期間を従来の2019年12月10日から2024年12月10日へ延長しました。 

 

 

受益者のみなさまへ 
 

平素は格別のご愛顧を賜り厚く御礼申し上げます。 

さて、お手持ちの「日本株インカム・ファンド」は、

去る６月11日に第37期の決算を行いました。ここに

謹んで運用状況をご報告申し上げます。 

今後とも引き続きお引き立て賜りますようお願い

申し上げます。 

 

当ファンドの仕組みは次の通りです。 

商品分類 追加型投信／国内／株式 

信託期間 
2024年12月10日［当初、2019年12月10日］まで
（2000年３月31日設定） 

運用方針 

中長期的な信託財産の成長と配当収入の獲得
を目標に、積極的な運用を行います。主とし
てわが国の株式の中から、市場平均を上回る
配当利回りを有する銘柄を厳選して投資する
ことを基本とします。株式の組入比率は、原
則として高位を維持します。 

主要運用対象 わが国の株式を主要投資対象とします。 

主な組入制限 
株式への投資割合に制限を設けません。 
外貨建資産への投資は行いません。 

分配方針 

経費等控除後の配当等収益および売買益（評
価益を含みます。）等の全額を分配対象額と
し、分配金額は、基準価額水準、市況動向等を
勘案して委託会社が決定します。ただし、分
配対象収益が少額の場合には分配を行わない
ことがあります。 

※ 当ファンドは、課税上、株式投資信託として取り扱われます。 
※ 公募株式投資信託は税法上、「NISA（少額投資非課税制度）およびジュ

ニアNISA（未成年者少額投資非課税制度）」の適用対象です。 
詳しくは販売会社にお問い合わせください。 

 

355016 
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日本株インカム・ファンド

本資料 の表記にあたって  

・原則として、各表の数量、金額の単位未満は切捨て、比率は四捨五入で表記しておりますので、表中の個々の数字の合
計が合計欄の値とは一致しないことがあります。ただし、単位未満の数値については小数を表記する場合があります。 

・－印は組入れまたは売買がないことを示しています。 

 

○最近５期の運用実績 
 

決 算 期 
基 準 価 額 ( 参 考 指 数 ) 

株   式 
組入比率 

株   式 
先物比率 

投資信託 
証   券 
組入比率 

純 資 産 
総 額 (分配落) 

税 込 み 
分 配 金 

期 中 
騰 落 率 

東証株価指数 
(ＴＯＰＩＸ) 

期 中 
騰 落 率 

 円 円 ％  ％ ％ ％ ％ 百万円 

33期(2016年６月10日) 12,889 235 △12.1 1,330.72 △13.6 93.9 － 4.4 8,969 

34期(2016年12月12日) 14,406 635 16.7 1,531.43 15.1 96.8 － 2.7 9,273 

35期(2017年６月12日) 14,347 295 1.6 1,591.55 3.9 95.3 － 2.7 6,823 

36期(2017年12月11日) 15,715 705 14.4 1,813.34 13.9 97.0 － 2.1 6,154 

37期(2018年６月11日) 15,375 240 △ 0.6 1,786.84 △ 1.5 93.8 － 4.3 5,933 
 

（注） 基準価額の騰落率は分配金込み。 

（注） 基準価額動向の理解に資するため、参考指数を掲載しておりますが、当ファンドのベンチマークではありません。 

（注） 東証株価指数（ＴＯＰＩＸ）とは、東京証券取引所第一部に上場する内国普通株式全銘柄を対象として算出した指数で、わが国の株式

市場全体の値動きを表す代表的な株価指数です。ＴＯＰＩＸに関する知的財産権その他一切の権利は東京証券取引所に帰属します。東

京証券取引所は、ＴＯＰＩＸの指数値及びそこに含まれるデータの正確性、完全性を保証するものではありません。東京証券取引所は、

ＴＯＰＩＸの算出もしくは公表の方法の変更、ＴＯＰＩＸの算出もしくは公表の停止またはＴＯＰＩＸの商標の変更もしくは使用の停

止を行う権利を有しています。 

（注） 株式組入比率には、新株予約権証券を含めて表示しております。 

（注） 「株式先物比率」は買建比率－売建比率。 
 

 

○当期中の基準価額と市況等の推移 

年 月 日 
基 準 価 額 ( 参 考 指 数 ) 

株   式 
組 入 比 率 

株   式 
先 物 比 率 

投 資 信 託 
証   券 
組 入 比 率  騰 落 率 

東証株価指数 
(ＴＯＰＩＸ) 

騰 落 率 

(期  首) 円 ％  ％ ％ ％ ％ 

2017年12月11日 15,715 － 1,813.34 － 97.0 － 2.1 

12月末 16,018 1.9 1,817.56 0.2 96.7 － 2.0 

2018年１月末 16,134 2.7 1,836.71 1.3 95.7 － 3.4 

２月末 15,568 △0.9 1,768.24 △2.5 95.6 － 3.5 

３月末 15,164 △3.5 1,716.30 △5.4 94.2 － 3.6 

４月末 15,707 △0.1 1,777.23 △2.0 94.2 － 4.3 

５月末 15,230 △3.1 1,747.45 △3.6 93.8 － 4.4 

(期  末)        

2018年６月11日 15,615 △0.6 1,786.84 △1.5 93.8 － 4.3 
 

（注） 期末基準価額は分配金込み、騰落率は期首比。 

（注） 株式組入比率には、新株予約権証券を含めて表示しております。 

（注） 「株式先物比率」は買建比率－売建比率。 
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日本株インカム・ファンド

○１万口当たりの費用明細 (2017年12月12日～2018年６月11日) 

項 目 
当 期 

項 目 の 概 要 
金 額 比 率 

  円 ％  

（a） 信 託 報 酬 127  0.810  (a)信託報酬＝期中の平均基準価額×信託報酬率× 
           （期中の日数÷年間日数） 

 （ 投 信 会 社 ） ( 59)  (0.378)  ファンドの運用・調査、受託会社への運用指図、基準価額の算出、目論見書 
等の作成等の対価 

 （ 販 売 会 社 ） ( 59)  (0.378)  交付運用報告書等各種書類の送付、顧客口座の管理、購入後の情報提供等 
の対価 

 （ 受 託 会 社 ） (  8)  (0.054)  ファンドの財産の保管および管理、委託会社からの運用指図の実行等の対価 

（b） 売 買 委 託 手 数 料 6   0.039   (b)売買委託手数料＝期中の売買委託手数料÷期中の平均受益権口数 
有価証券等の売買時に取引した証券会社等に支払われる手数料 

 （ 株  式 ） (  6)  (0.036)   

 （ 投 資 信 託 証 券 ） (  0)  (0.003)   

（c） そ の 他 費 用 0   0.001   (c)その他費用＝期中のその他費用÷期中の平均受益権口数 

 （ 監 査 費 用 ） (  0)  (0.001)  ファンドの決算時等に監査法人から監査を受けるための費用 

 合 計 133   0.850    

期中の平均基準価額は、15,636円です。  

 
（注） 期中の費用（消費税等のかかるものは消費税等を含む）は、追加・解約により受益権口数に変動があるため、簡便法により算出した結

果です。 

（注） 各金額は項目ごとに円未満は四捨五入してあります。 

（注） 各比率は１万口当たりのそれぞれの費用金額（円未満の端数を含む）を期中の平均基準価額で除して100を乗じたもので、項目ごとに

小数第３位未満は四捨五入してあります。 
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日本株インカム・ファンド

○売買及び取引の状況 (2017年12月12日～2018年６月11日) 

 

 

 
買 付 売 付 

株 数 金 額 株 数 金 額 

国 
内 

 千株 千円 千株 千円 
上場 1,092 1,388,150 962 1,692,489 

 
（注） 金額は受渡代金。 

 

 

 
買 付 売 付 

証 券 数 金 額 証 券 数 金 額 
 証券 千円 証券 千円 
国内 － － 26,900 6,644 
 (26,900) (－)

 
（注） 金額は受渡代金。 

（注） ( )内は株主割当および権利行使等による増減分です。 

 

 

 

銘 柄 
買 付 売 付 

口 数 金 額 口 数 金 額 

国 

内 

 千口 千円 千口 千円  
アドバンス・レジデンス投資法人 0.018 4,991 0.002 571  

日本リート投資法人 0.047 15,737 － －  
インベスコ・オフィス・ジェイリート投資法人 0.176 19,913 0.012 167  
 (    1) (     －)  

ラサールロジポート投資法人 0.138 16,374 － －  
ジャパンリアルエステイト投資法人 0.072 39,692 0.001 571  
オリックス不動産投資法人 0.204 33,167 0.011 1,871  
グローバル・ワン不動産投資法人 0.038 15,662 － －  
 (0.114) (     －)  

ユナイテッド・アーバン投資法人 0.065 10,904 0.009 1,530  
森トラスト総合リート投資法人 0.004 640 0.168 27,172  
ケネディクス・オフィス投資法人 0.001 632 0.001 675  
大和証券オフィス投資法人 0.03 18,784 － －  
大和ハウスリート投資法人 0.001 267 0.078 20,798  

合 計 
0.794 176,767 0.282 53,358  
(    1) (     －)  

 
（注）金額は受渡代金。 

（注）( )内は分割・合併および償還等による増減分で、上段の数字には含まれておりません。 

 

株式 

新株予約権証券 

投資信託証券 
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日本株インカム・ファンド

○株式売買比率 (2017年12月12日～2018年６月11日) 

 

項 目 当 期 

(a) 期中の株式売買金額 3,080,640千円 
(b) 期中の平均組入株式時価総額 5,806,259千円 

(c) 売買高比率（a）／（b） 0.53   
 

（注） (b)は各月末現在の組入株式時価総額の平均。 

 

○利害関係人との取引状況等 (2017年12月12日～2018年６月11日) 

 

区       分 
買付額等 

Ａ 

  
売付額等 

Ｃ 

  

うち利害関係人
との取引状況Ｂ 

Ｂ
Ａ

 

うち利害関係人
との取引状況Ｄ 

Ｄ
Ｃ

 

 百万円 百万円 ％ 百万円 百万円 ％ 
株式 1,388 185 13.3 1,692 347 20.5 

投資信託証券 176 104 59.1 53 3 5.7 
 
 
 

 

種     類 買 付 額 

 百万円 
投資信託証券 39 

 
 
 

 

項 目 当 期 
売買委託手数料総額（A） 2,388千円 
うち利害関係人への支払額（B） 391千円 

（B）／（A） 16.4％   
 
 
 
利害関係人とは、投資信託及び投資法人に関する法律第11条第1項に規定される利害関係人であり、当ファンドに係る利害関係人とは三菱
ＵＦＪモルガン・スタンレー証券、モルガン・スタンレーＭＵＦＧ証券です。 
 

利害関係人との取引状況 
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日本株インカム・ファンド

○組入資産の明細 (2018年６月11日現在) 

 

 

銘 柄 
期首(前期末) 当 期 末 

株  数 株  数 評 価 額 

 千株 千株 千円 

建設業（7.0％）    

ミライト・ホールディングス － 25.6 46,156 

安藤・間 － 62.8 62,297 

西松建設 15.2 9.8 30,968 

奥村組 13.9 － － 

熊谷組 15.1 16.4 62,074 

大東建託 2.5 － － 

大和ハウス工業 12.9 8.3 33,465 

積水ハウス 27.2 25.6 47,744 

中電工 16.3 15.8 47,400 

協和エクシオ 19.3 － － 

新興プランテック 41.2 61.7 61,268 

食料品（－％）    

日本たばこ産業 28.2 － － 

化学（5.5％）    

デンカ － 10.6 43,407 

三菱ケミカルホールディングス 79.6 76.1 76,138 

アイカ工業 － 7.2 29,952 

太陽ホールディングス 11.9 － － 

東洋インキＳＣホールディングス 73 71 44,943 

ファンケル 4.7 － － 

有沢製作所 － 44 54,076 

日本バルカー工業 18.4 16.1 56,269 

医薬品（2.1％）    

武田薬品工業 22.9 － － 

田辺三菱製薬 － 28.8 55,209 

エーザイ 10.2 － － 

沢井製薬 － 13.2 64,152 

石油・石炭製品（1.6％）    

ＪＸＴＧホールディングス 267.2 124.2 90,330 

鉄鋼（0.8％）    

新日鐵住金 33.1 20 45,980 

非鉄金属（3.6％）    

日本軽金属ホールディングス 172 153.3 40,317 
 

 

銘 柄 
期首(前期末) 当 期 末 

株  数 株  数 評 価 額 

 千株 千株 千円 

住友金属鉱山 28.2 33.7 159,401 

機械（2.2％）    

マックス 22.1 19.5 28,255 

ツバキ・ナカシマ 25 21.3 58,191 

スター精密 19.3 18.4 34,095 

電気機器（6.6％）    

ＩＤＥＣ 29.5 18.8 55,836 

キヤノン 60.4 58.2 218,017 

東京エレクトロン 9 4.6 94,507 

輸送用機器（10.7％）    

日産自動車 140 135.4 148,872 

トヨタ自動車 46.1 44.4 332,644 

本田技研工業 32.4 31.2 111,540 

精密機器（－％）    

セイコーホールディングス 11.3 － － 

ニプロ 37.6 － － 

その他製品（－％）    

リンテック 5 － － 

電気・ガス業（1.5％）    

東北電力 － 59.1 80,494 

陸運業（0.6％）    

センコーグループホールディングス 34.6 33.8 31,062 

空運業（1.2％）    

日本航空 15.8 15.6 66,721 

情報・通信業（9.5％）    

コーエーテクモホールディングス 24.5 26.4 59,400 

トレンドマイクロ 4.9 4.8 30,720 

ネットワンシステムズ 29.2 － － 

日本電信電話 22.4 19.4 100,375 

ＫＤＤＩ － 17.1 51,488 

沖縄セルラー電話 5.5 4.8 20,472 

ＮＴＴドコモ 96.9 93.7 266,857 

卸売業（16.0％）    

ＴＯＫＡＩホールディングス 59.9 59 67,673 
 

国内株式 
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日本株インカム・ファンド

 

銘 柄 
期首(前期末) 当 期 末 

株  数 株  数 評 価 額 

 千株 千株 千円 

コメダホールディングス 16.5 16.4 35,506 

伊藤忠商事 125.4 121.5 262,561 

兼松 47.4 38.6 64,423 

三井物産 46.9 45.3 89,286 

山善 10.8 － － 

住友商事 95.8 92.3 176,431 

阪和興業 16.4 14.6 66,357 

稲畑産業 12.9 － － 

日鉄住金物産 10.7 10.4 60,424 

オートバックスセブン 11.6 19.8 39,600 

因幡電機産業 2.9 6.1 30,134 

小売業（2.9％）    

アダストリア － 14.8 21,489 

エディオン 11.1 － － 

スシローグローバルホールディングス 8.1 4.7 32,007 

ＶＴホールディングス 41.3 41.1 22,851 

ＡＯＫＩホールディングス 9.9 － － 

ケーズホールディングス 27.4 － － 

ヤマダ電機 － 151.9 83,848 

銀行業（12.2％）    

あおぞら銀行 39.5 55.6 242,416 

りそなホールディングス 96.7 43 27,270 

三井住友フィナンシャルグループ 52 50.4 228,916 

みずほフィナンシャルグループ 875.2 935.1 180,941 
 

 

銘 柄 
期首(前期末) 当 期 末 

株  数 株  数 評 価 額 

 千株 千株 千円 

保険業（4.2％）    

ソニーフィナンシャルホールディングス 64.4 62 132,866 

東京海上ホールディングス 19.1 18.5 101,250 

その他金融業（3.6％）    

日本証券金融 － 87.6 55,888 

イオンフィナンシャルサービス 22.6 21.4 54,848 

オリックス 49.6 48.3 90,272 

不動産業（3.5％）    

野村不動産ホールディングス 23.4 22.4 56,134 

サムティ 18.4 17.8 40,459 

フージャースホールディングス 26.7 26.2 22,034 

パーク２４ 10.1 20.3 58,727 

フジ住宅 16.9 17.3 17,023 

サービス業（4.7％）    

ジェイエイシーリクルートメント 16.2 16.1 35,613 

リソー教育 32.7 32.3 27,358 

日本郵政 － 43.9 54,875 

ベルシステム２４ホールディングス 25.7 27.7 51,328 

ソラスト 14.9 － － 

丹青社 19.1 59.8 91,434 

合 計 
株 数 ・ 金 額 3,562 3,692 5,563,354 

銘柄数＜比率＞ 76 71 ＜93.8％＞ 
 

（注） 銘柄欄の( )内は、国内株式の評価総額に対する各業種の比率。

（注） 評価額欄の< >内は、純資産総額に対する評価額の比率。 
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銘         柄 
期首(前期末) 当 期 末 

口   数 口   数 評 価 額 比   率 

 千口 千口 千円 ％ 

アドバンス・レジデンス投資法人 0.1 0.116 32,793 0.6 

日本リート投資法人 － 0.047 15,087 0.3 

インベスコ・オフィス・ジェイリート投資法人 － 1 19,105 0.3 

ラサールロジポート投資法人 － 0.138 15,235 0.3 

ジャパンリアルエステイト投資法人 － 0.071 40,257 0.7 

オリックス不動産投資法人 － 0.193 33,350 0.6 

グローバル・ワン不動産投資法人 － 0.152 16,659 0.3 

ユナイテッド・アーバン投資法人 0.13 0.186 31,787 0.5 

森トラスト総合リート投資法人 0.164 － － － 

ケネディクス・オフィス投資法人 0.051 0.051 34,374 0.6 

大和証券オフィス投資法人 － 0.03 18,990 0.3 

大和ハウスリート投資法人 0.077 － － － 

合 計 
口 数 ・ 金 額 0.522 2 257,638  

銘 柄 数＜比 率＞ 5 10 ＜4.3％＞  
 

（注） 比率および合計欄の＜ ＞内は、純資産総額に対する評価額の比率。 

 

○投資信託財産の構成 (2018年６月11日現在) 

項 目 
当 期 末 

評 価 額 比 率 

 千円 ％ 

株式 5,563,354 91.5 

投資証券 257,638 4.2 

コール・ローン等、その他 261,212 4.3 

投資信託財産総額 6,082,204 100.0 
 
 
 

 

国内投資信託証券 
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○資産、負債、元本及び基準価額の状況 （2018年６月11日現在) 

項 目 当 期 末 

  円 

(A) 資産 6,082,204,790   

 コール・ローン等 69,024,961   

 株式(評価額) 5,563,354,110   

 投資証券(評価額) 257,638,600   

 未収入金 123,516,140   

 未収配当金 68,670,979   

(B) 負債 148,971,299   

 未払収益分配金 92,619,099   

 未払解約金 6,813,150   

 未払信託報酬 49,453,230   

 未払利息 163   

 その他未払費用 85,657   

(C) 純資産総額(Ａ－Ｂ) 5,933,233,491   

 元本 3,859,129,156   

 次期繰越損益金 2,074,104,335   

(D) 受益権総口数 3,859,129,156口 

 １万口当たり基準価額(Ｃ／Ｄ) 15,375円 
 
＜注記事項＞ 

①期首元本額 3,916,219,788円 

期中追加設定元本額 155,363,245円 

期中一部解約元本額 212,453,877円 
また、１口当たり純資産額は、期末1.5375円です。 

○損益の状況 (2017年12月12日～2018年６月11日) 

項 目 当 期 

  円 

(A) 配当等収益 105,948,482   

 受取配当金 105,881,901   

 受取利息 125   

 その他収益金 84,600   

 支払利息 △       18,144   

(B) 有価証券売買損益 △   93,815,502   

 売買益 274,984,923   

 売買損 △  368,800,425   

(C) 信託報酬等 △   49,538,887   

(D) 当期損益金(Ａ＋Ｂ＋Ｃ) △   37,405,907   

(E) 前期繰越損益金 485,614,344   

(F) 追加信託差損益金 1,718,514,997   

 (配当等相当額) (  2,219,829,220)  

 (売買損益相当額) (△  501,314,223)  

(G) 計(Ｄ＋Ｅ＋Ｆ) 2,166,723,434   

(H) 収益分配金 △   92,619,099   

 次期繰越損益金(Ｇ＋Ｈ) 2,074,104,335   

 追加信託差損益金 1,718,514,997   

 (配当等相当額) (  2,219,829,220)  

 (売買損益相当額) (△  501,314,223)  

 分配準備積立金 449,404,840   

 繰越損益金 △   93,815,502   
 

（注） (B)有価証券売買損益は期末の評価換えによるものを含みます。

（注） (C)信託報酬等には信託報酬に対する消費税等相当額を含めて

表示しています。 

（注） (F)追加信託差損益金とあるのは、信託の追加設定の際、追加設

定をした価額から元本を差し引いた差額分をいいます。 

 

②分配金の計算過程 

項 目 
2017年12月12日～ 
2018年６月11日 

費用控除後の配当等収益額 56,409,595円 

費用控除後・繰越欠損金補填後の有価証券売買等損益額 －円 

収益調整金額 2,219,829,220円 

分配準備積立金額 485,614,344円 

当ファンドの分配対象収益額 2,761,853,159円 

１万口当たり収益分配対象額 7,156円 

１万口当たり分配金額 240円 

収益分配金金額 92,619,099円 
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○分配金のお知らせ  

１万口当たり分配金（税込み） 240円 
 
◆分配金は決算日から起算して５営業日までにお支払いを開始しております。 

◆分配金を再投資される方のお手取分配金は、2018年６月11日現在の基準価額に基づいて、みなさまの口座に繰り入れて再投資いたしました。

◆課税上の取り扱い 

・分配金は、分配後の基準価額と個々の受益者の個別元本との差により、課税扱いとなる「普通分配金」と、非課税扱いとなる「元本払戻金

（特別分配金）」に分かれます。 

・分配後の基準価額が個別元本と同額または上回る場合は、全額が普通分配金となります。分配後の基準価額が個別元本を下回る場合には、

下回る部分の額が元本払戻金（特別分配金）となり、残りの額が普通分配金となります。 

・元本払戻金（特別分配金）が発生した場合は、分配金発生時に個々の受益者の個別元本から当該元本払戻金（特別分配金）を控除した額

が、その後の個々の受益者の個別元本となります。 

・個人受益者が支払いを受ける収益分配金のうち普通分配金については配当所得として課税され、原則として、20.315％（所得税15％、復興

特別所得税0.315％、地方税５％）の税率で源泉徴収（申告不要）されます。確定申告を行い、総合課税・申告分離課税を選択することも

できます。 

 

※法人受益者に対する課税は異なります。 

※課税上の取扱いの詳細については、税務専門家等にご確認されることをお勧めします。 

※税法が改正された場合等には、上記内容が変更になることがあります。 

※NISAおよびジュニアNISAをご利用の場合、毎年、一定額の範囲で新たに購入した公募株式投資信託などから生じる配当所得および譲渡所

得が一定期間非課税となります。 

 

＊三菱ＵＦＪ国際投信では本資料のほかに当ファンドに関する情報等の開示を行っている場合があります。詳しくは、取り扱い販売会社に

お問い合わせいただくか、当社ホームページ（https://www.am.mufg.jp/）をご覧ください。 

 
［ お 知 ら せ ］ 

①当社ホームページアドレス変更に伴う記載変更を行うため電子公告のアドレスを変更し、信託約款に所要の変更を行いました。 

（変更前（旧）http://www.am.mufg.jp/ → 変更後（新）https://www.am.mufg.jp/） 

（2018年１月１日） 

②信託期間を従来の2019年12月10日から2024年12月10日へ延長し、信託約款に所要の変更を行いました。 

（2018年３月10日） 

③2014年１月１日から、2037年12月31日までの間、普通分配金並びに解約時又は償還時の差益に対し、所得税15％に2.1％の率を乗じた復興

特別所得税が付加され、20.315％（所得税15％、復興特別所得税0.315％、地方税５％（法人受益者は15.315％の源泉徴収が行われます。））

の税率が適用されます。 

 

 


